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一 .は じ め に
民法は八九六条に よって,被 相続人 の一身専属 に属す るとされ る権利義
務を除 いて,「相続 人は,相 続 開始 の時 か ら,被 相続人 の財産 に属 した一
切の権利義務を承継す る。」 と規定 し,相 続 の一般的効果が いわ ゆ る包括
承継であ ることを宣言 してい る。 この規定か ら,相 続 され る財産 には積極
財産は もちろんのこ と,当 然 の こととして債務そ の他の財産的義務か らな
る消極財産 も含 まれ るわ けであ る。続 いて,民 法は九ニー条お よび九二〇
条によって,「相続人が第九一 五条第一項 の 期間 内に 限 定承認又は放棄を
しなか った とき。」は,「相続人 は,単 純承認 を した ものとみ な す。」 と規
2定 し,そ の場 合には,「無限に被相続人の権利義務を承継す る。」 こ とにな
る と定めてい る。す なわ ち,相 続人は相続 の開始が あった とされ ると,単
純 承認があ った とみな され る限 り,「無限に」 とい う文言 に示 さ れ てい る
よ うに,被 相続人の債務が一一身専属 に属す るもの とされ る場 合を除 いて,
法文上は被相続人がその債務 を負 うこととな った理 由,相 続人 と被 相続人
間の特殊事情,債 務の法的性格 等 一切問 うことな く,無 条件かつ無制限に
その債務 を負わな くてはな らない ことにな ってい るわけ であ る。
旧法下におい ては,相 続制度は,家 族 を統率 し実 質的に家産を管理す る
地 位であ る戸主 の地位 と,実 質的には家 産であ り形式的 にのみ戸主 の個人
財産 であ るにす ぎない戸主 の遺産 とを一 体 と して承継す る家督相続を基本
と して構成 され ていた。 また一般 の人 々の間に も,い わゆ る 「父債子還」
の思想が,お うお うに して不 合理 な債務の承継を生 じさせ る場合 があ るこ
とは充分認識 されていなが らも,現 実 の家族生活が家制度 の支配 の下に営
まれていた こともあ って,現 在 よ りもは るかに違 和感な く受け 入れ られて
いた とい うこ とも言い える。 したが って,こ の よ うな旧法 下の事 情の もと
にあ っては,相 続人が単純 承認をな した とみ なされ る限 り,遺 産債務につ
いて も法律上何 ら検討 され ることな く無条件かつ無制限 に一 律に承継 され
るとす ることも一 概に合理性 がない とは言 えな くは なか った。
しか し,そ の よ うな旧法下 の相続にあ って さえ も,判 例お よび学説は,
相続人が被相続人 の債務を承継す る場 合について,相 続人が単純承認をな
した とされ るな らぽ,い かな る配慮の入 る余地 もな く絶対的 に相続 されざ
るを えない とす る結論 を黙 って承認 していたわけ ではな い。個 々の被相続
人 の債務につ いて検 討を加 え,世 間一 般常 識か ら鑑みて,当 該 の債務を承
継 させ る ことが相続人に とって著 しく過酷 とみな され る場 合には,解 釈}こ
よってで き うる限 りその債務 の承継 を しな くてすむ よ うに して きていたこ
とが認 め られ る。そ の代表的 な例 としては,特 に顕著 に認 め られ るものと
して身 元保証債務 に関 して の,お よび本稿 で取 り上 げ る相続放棄の熟慮期
間 の起算点に関 しての一連 の判例お よび学説 が挙 げ られ る。
3ところで,戦 後,相 続法が旧法か ら現行法に改 正 され た際に,相 続 の よ
ってたつ基本的 な考 え方 について,原 理的な大転換がな された ことは周知
の通 りであ る。す なわち,家 制度 の廃止 に よって,そ れ まで家制度維持の
支柱 とな っていた家督相続が廃 止され,相 続は遺産相続 のみ を意味す るこ
とにな ったわ けであ る。 ところが,原 理的 な大転換 がなされ たに もかかわ
らず,相 続 人が被相続人の債務を承継す るとされ る際 の根拠 とな る一連 の
条文に関 しては,そ の債務の承継が制限 され る場 合について,旧 法時 以上
に格別明確にす るよ うな新たな文 言は一 切設 け られ ず,意 外 とも言えるほ
どに この点についての条文上の変更はほ とん どな されなか った。 よ く指摘
されてい るこ とであ るが,そ もそ も承認 ・放棄 をなすべ き期 間についての
規定の内容,お よび法定単純承認事 由そ の ものの規定内容か らして現行法
は旧法 と全 く同 じに規定 されてお り,債 務が承継 され る場 合の この点につ
いての配慮は条文上 か らは全 く認め られ ない(1)。
しか し,条 文文言上何 らの変更が認め られ ないか らとい って,現 行相続
法の もとに あ って も債務 の承継についてのな され るべき条文 解釈上 の配慮
が,旧 法時 の もの と同 じであって良い とい うことには直 ちにな りえない。
債務の承継に関 して も一般社会生活を送 る上 でのそれな りの合理 的妥当性
が最大限満 た され てい るべ きであ るとい うこ とが要求 され る。現行法が先
に述べた原理的 な大転換 を遂げ てい るに もかかわ らず,相 続人に酷 と思わ
れる結果 につ き,現 行法上 もやは り従来の条文解釈上の配 慮が 限 界 で あ
り,しか もそれが最大限上述 の要求を も満た した ものであ り,真 に止むを
得ない と言わ ざるを得ない ものであ るか につ いては充分な検証が なされな
くてはな らない。
そ こで,本 稿 では,被 相続人の債務 の承継を相続人が拒 否で きる場合の
論理 として,現 行法上は新たにいかな る視 点が強 調 されな くては な らない
か,ま たその強調 され るべ き視点の もとでは条文 の適用上いかな る解釈が
新たにな され るべ きことにな るか とい うことにつ いて,実 際 の条文解釈 の
上での具体的展開に よって明 らかに してみ たい。そ のために;旧 法時か ら
4しば しば被 相続人の債 務の相続 との関係で解釈上 の争いがな されて きてお
り,近 時 最高裁に よる判断が示 された,相 続放 棄のための熟 慮期間の起算
点 とい う問題 を一例 として取 り上 げ,従 来の判例 ・学説に表われ た解釈 と
比較 しなが ら検討 してみ ることとす る。
(1)こ の点を鋭 く指摘するものとして,椿寿夫 「相続の承認 ・放棄をめ ぐる若
干の問題一 不知の借金相続事件を契機に」判例タイムズ三八五号七〇頁。
二.判 例 ・学 説の展開
1.旧 法時
(1)相続 の承認 ・放棄をな し うる熟慮期間 の起算点について,旧 法はそ
の一 〇一七条 において 「相続人ハ 自己 ノ為 メニ相 続開始 ア リタル コ トヲ知
リタル時 ヨリ三月内 二単純若 クハ限定 ノ承認文ハ批棄を為 ス コ トヲ要 ス」
と規定 し,そ の内容は現行九一 五条 と全 く同 じであ った。
この規定 の立法理 由については,r民 法修正案理 由書』 におい て,「凡 ソ
相続人 ガ相続 ノ承認又 ハ批棄 ヲ為 スカ為 メニ存 スル期間 ハ相続人 二於 テ財
産 ノ調査 ヲ為 シ且 ツ承諾又ハ批棄 ノ決意 ヲ為 スカ為 メニ安 スル時間ナルカ
故 二相続人 力相続権 ノ発生 ヲ知 リタル時 ヨ リ之 ヲ起算 スル ヲ可 トス」 と説
明 されてい る《1)。
そ して,判 例は,こ の期間 の起算点 である 「自己 ノ為 メニ・相続開始 ア リ
タル コ トヲ知 リタル時」 の解釈 につ いて,当 初は,単 純に 「自己 ヲシテ相
続人 タラシメタル原因 タル事実 ノ発生 ヲ知 リタル」時,す なわ ち被相続人
の死亡 を覚知 した とき と解 していた(2)。
② そのため,被 相続 入の死亡事実 は知 っていた が無資産 である と思っ
ていたために,相 続 につ いては何 らの考慮 もは らっていなか った相続人の
債務承継が問題 とな った事案に おい て,大 審院は大正一 〇年一〇 月二〇日
の判決において も(3),「遣産相続ハ 被相続人 ノ死亡 ニョ リ当然開始 スルモ
ノニシテ其 開始 ノ時 ヨ リ遺産相続人 ハ財産 二関 スル被相続人 ノ権利義務ヲ
包括的 二承 継 スルモ ノ トス故 二被相続人 力死亡 ノ当時権利 ノ ミヲ有 シタル
5場合 ハ勿論義務 ノ ミヲ負担 シタル場 合 ト難 モ荷 モ財産権上 ノ関係 二属 スル
以 上ハ相続 人 二於 テ遺産相続権 ヲ捌棄 シ又 ハ限定 承認 ノ意思表示 ヲ為サ サ
ル限 リ総 テ之を承継 ス可 キモ ノナル コ ト」 とい うそれ までの解釈 に従 った
判断 を示 した。
しか し,こ の判決を契機 と して学説か らは従来 の解釈方針 に対 して批判
がなされ る こととなった。
それは,穂 積重遠博士 の見解に代表 され るものであ り,博 士 は この判決
に対す る判例評釈に おいて,「成程親が 死 んだ と云ふ事 を 知 った以上 は,
自分が相続 した と云ふ事 を も知 った筈 と一応推定 して よか ろ うが,も し親
の死亡は知 って居 るが其 為に相続 の開始 された とは少 しも気 が附かなか っ
た と云ふ こ とが 合理的に 証明 されたな らば,r自 己 ノ為 メニ相続 ノ開始 ア
リタル コ トヲ知』 らなか った もの とは云へ まいか。 さ う解 した方 が同上 の
精神に適ひ,文 字 に も却 って当るか も知れ ない。 自分が相続人 た るべ き順
位に 当 りなが ら,そ れ を気附 かなか った のはr法 の不知』だ か ら言訳にな
らぬ と云ふ反対 もあろ うが,私 は少 くも私法 では"lgnorantiajurisnon
excusat"の原則を固守 した くない。要す るに,民 法一〇一 七条 に所謂r相
続 ノ開始』 と云 ふのを形式的でな く実質 的に解 した らど うか と云 ふ ことを
問題 に して置 きたい」 とい う見解 を明 らかに したのであ ったω。博士 の こ
のよ うな見解 は,相 続が家制度 を支え るべ きもの として家督相続 を本体 と
して捉 えていた旧法 時に もかかわ らず 述べ られた ものであ った。 その こと
を鑑み るな らば,現 行法 のも とにあ っては,解 釈 の指針を考 え る際に踏 ま
えられ るべ き基 本的指針について よ り強 く参考にな され るべ き 見 解 と し
て,極 めて示唆 に富む もの と言 うことが で きるであ ろ う。
{3レその後間 もな く,判 例は,大 正一五 年八 月三 日の大審院 の決定を契
機として(5),この よ うな見解を受 け入れ,態 度を改め るに至 ってい る。
事件の内容は,旧 規定でい うところの家族 の一 員であ った被 相続人 が死
亡したが,被 相続人 は婚 姻の儀式を挙げて別 に居 を構 えて生活 していたた
めに,実 は婚姻 届けが出 されていなか った とい うことを相続人 であ る母 は
6知 らな いでいた。 また,相 続人 であ る母は た とえその ことを知 っていたと
して も,被 相続 人には子が いないために直系尊属 として 自己が遺産相続人
とな る とい う法 律の規定(旧 九 九六条)が 存 在す るとい うことも全 く知 ら
ない でいた。 そのため,相 続人 であ る母 は被相続人が死亡 した とい う事実
は知 っていた が,相 続について何 らの手続 きもと らないでいた。 ところが,
被相続 人に対す る債権者か ら債務 の相 続人 と して弁済 の請 求がな され たた
め に,あ わ てて放棄 の申述を な した。 しか し,三 箇月の期間を経過 してい
ることを理 由 と して却下 され た。 そのため,熟 慮期間の起算点は,債 権者
の弁済 請求で 自分が相続人 であ ることに気がついた時 点か らとされ るべき
であ ると主張 して争 った とい うものであ った。
この事案に対 して大 審院 は,相 続 の開始につい ての死亡覚知時説を とっ
た原審の判断 を破 棄 し,「民法 第一 〇一 七条 二 所謂 自己 ノ為 二 相続 ノ開始
ア リタル コ トヲ知 リタル時 トハ,相 続人 ガ相続 開始 ノ原因 タル事実 ノ発生
ヲ知 リタル時 ノ謂 二非 ズ シテ,其 ノ原 因事実 ノ発生 ヲ知 リ且之 ガ為 二自己
ガ相続人 ト為 リ'タル コ トヲ覚知 シタル時 ヲ指称 スルモ ノナル コ トハ,同 条
ガ三 ヶ月 ノ期 間 ヲ設 ケ相続人 ヲシテ相続 ノ承認又 ハ拗 棄 ヲ為ス ニ付調査考
慮 ノ猶 豫 ヲ与 ヘ タル立法 ノ趣 旨二照 シテ疑ナ キ所 ナ リ」 と述べ,「法 律 ノ
不知又 ハ事 実誤認等 ノ為 自己 ガ相続人 ト為 リタル コ トヲ覚知 セザ リシ事実
上 ノ主張 アル場合に於 イテハ,之 ガ事実 ノ有無 ヲ審究判断 セザ ル ベ カ ラ
ズ」 と判示 した ので あ った。
す なわ ち,条 文 の 「自己 ノ為 メニ相続 開始ア リタル コ トヲ知 リタル時」
を,① 単 に相続人が 被相続 人の死亡 とい う相続開始 の原因た る事実を知っ
た時 ではな く,さ らに,② そ のことに よって 自己 が相続人 とな った ことを
覚知 した時 であ ると解 したの である。 この解釈 に よって,事 実 の誤認があ
ったため,あ るいは法律 の不知が あ った と認め られ る場 合には,相 続人は
い まだ 自己のために相続は開始 していない と言 うことがで きることになっ
たわけ であ る。 この よ うな解釈 は,学 説に も受け入れ られ,判 例 ・学説を
通 じて戦前 の通説的立場 を占め るに至 った㈹。
72.現 行 法時一 一fi高裁判決以前
(1}戦後当初 は,大 正一五年八 月三 日の大審院の決定に よって示 された
見解が引 き継がれ ていた。例 えば,戦 後間 もな く 「自己のために相続 の開
始があ った ことを知 った時」 の解釈 につ いての判断 を示 した代表的 な もの
として,昭 和二三年一一 月二九 日の福岡高裁決定があげ られ るω。
事案は,相 続人が戦後 の民法 の改正 内容を十分知 らなか ったために,女
子には相続 権がない もの と誤 信 し,相 続 につ いて何 らの手立て も取 らない
でいた ところ,税 務署か ら相続税 の申告 ・納 付の注意を受 けた。そ の こと
に より,相 続 人は初 めて 自己 が相続人 となってい ることを知 り,早 速相続
放棄の申述 をな した。 ところが,期 限切れを理 由として却下 されたために
争った とい うものであった。
この事案 に対 して,「いわゆ る 『相続人が 自己のために相続 の 開始が あ
った ことを知 った時』 とは,相 続人が相続開始の原因であ る被相続人 の死
亡の事実 を知 るだけでな く,更 にこれが為に 自己が相続人 とな った ことを
知った時 を意味 し,法 律 の不知又は事実 の誤 認等 のため 自己が相続人 とな
った ことを知 らない間は,相 続人は まだ 自己のために相続 の開始があ った
事を知 らない もの といわ なけれぽ な らない」 とい う判断を下 し た の で あ
る⑧。
そ して,こ の ような解釈は,学 説において も通説 を形成 していた ことが
認め られ るのであ り(9),そのためか,判 例 もこの点 について争われ ていた
同種の一連 の事件についての判断がな され終わ る と,そ の後は,し ば ら く
の間は公表 され る ものは存 しなか った。
② ところが,昭 和 四〇 年代後半 か ら五〇年代 初頭にかけ て,こ の点に
ついての判断が問題 とな った事例が再 び公表 され出すのであ る。それは,
いくつかの事例において,要 求内容,ま たそ の要求が直接的 あ るいは間接
的であるか とい う要 求の され方等 の点で差異はあ るが,と もか くもこの点
について新 たな内容の判断 を要求す るものが登場す るに至 った か ら で あ
る。,
8す なわ ち,従 来の解釈 では,前 記昭和二三年一一 月二九 日の福岡 高裁決
定 に端的に示 されてい る よ うに,相 続 人が被相続人 の債務を承継 しな くて
すむ のは,法 律 の不知又は事実 の誤認等 の事 由に よ り,自 分 が法律上相続
人 とな った ことを知 らなか った と認定 され るべ き場合に限定 され ていたわ
け である。 しか し,こ の よ うな解釈 では,法 律 の不知や事実 の誤 認 とい う
事 由の存在 の有無について,既 に穂積博士に よってな されて い る指摘 に従
って,可 能 な限 り非常に緩やかに解 したと して も,相 続人は,被 相続人 の
死亡 とい う事実は知 っていたが,自 分が相続人にな ってい るとい うことま
では未だ知 らなか った とい うことを認定 しえない場合には,相 続人に よる
債務の承継 を否定 で きない ことにな るわけであ る。
例えば,被 相続人の死亡時に,相 続人が被相続人 の配偶者 あ るいは子で
あ ることを少な くとも認識 していた ような場合には,よ ほ ど特段 の事情が
存在 していない限 り,夫 や 自分 の父親が死亡 してそ の妻や子が相続人 とな
るとい うことを知 らなか った とい うことを認定す ることは,通 常は極めて
難 しい と言わ ざるを えない。 も し,こ の ような場合に も言い うる とす るな
らば極めて不 自然な認定 と言わ ざるを えず,認 定事 由を設け て限定 してい
た意 味その ものを没却す るもの ともな りかねない ことにな るはずであ る。
しか し,従 来の解 釈に よる法 律構成 を もって しては救 いえない場 合であ
つて も,具 体的事情 に よっては,例 えば上述の例において,相 続人 と被相
続人が生前全 くの没 交渉 であ って単 な る戸籍上 の関係が存 す るだけであ り,
実質的には全 くの他人 とい って よいほ どの関係 しか存 しない ような場合に
あ っては,世 間一般 の通常人 の感覚か らして,相 続人 が相 続に関 して法定
され てい る手段 を取 らなか った ことに責任 があ るとい う理 由 のみを もって,
相続人に被相続人の債務 を承継 させ ることはいかに も酷 であ るとい うこと
が認識 され る。
そ こで,九 一五条 につ いて,相 続 人が 「自己のために相 続の開始があっ
た ことを知 った時」 の解釈 として,共 通 した主張 として,従 来の解釈 に加
えて,さ らに新たな要 件 として,そ の相続財産 の認識 の内容 ・程度お よび
9どの よ うな場合 に新た な要 件が附 加 され るべ きか 等につ いての細かな点 に
ついての差異は ともか くとして も,'とにか く,③ 被相続 人の財産 につい て
の何 らかの認識があ った ことまで も要 求 され るべ きであ るとい う主張が な
され るに至 ったわけであ る。
{3}この新たな要件を附加す るべ きであ るとい う主張に対 して,こ の主
張がな されだ した当初 の裁判所の判断は,概 ね の傾向 と しては否定す るも
ののほ うが 多か った ようであ る。
例 えば,東 京高裁昭和五〇年一〇 月二七 日の決定は,こ の新たな要件の
主張を 明確 に否定す る代表的な判例 として挙げ る ことがで きる㈹ 。
この事案 は,相 続 人であ る妻 自身 医療保護 の認定 を受け なが ら通院す る
ほどの身 であ り,被相続人であ る夫が死亡 した ときに,これ とい ってみ るべ
き財産 もなかったので相続 に関 して何 もな さないでいた。 ところが,四 カ
月ほ ど経 てか ら,夫 が連 帯保証債 務者 とな ってい る訴訟が継続 してい るこ
とを知 らされ たために,敗 訴の場 合に備 えて放棄 の申述を急遽 した。 しか
し,期 限が過 ぎてい ることを理 由 として却 下 され たために抗 告 して争 った
とい うものであ った。
この事案において,'相続人であ る妻は,熟 慮期間の起 算点は,被 相続人
の債務を具体的に知 った ときまで延長 され るべ きであ ると して,従 来 の判
例の態度 とは異な った新たな要件が附加 され るべ きであ るとい う主張 をな
した。
この主張 に対 し,東 京高裁は,「心神 喪失の状況 にあるな ど特 別な事情
の存在 しない限 り,被 相続人 の死亡 に よ り自己に おいて相続人 とな った事
実を認識 された もの と推 認 され る……(中略)・:…所論は独 自の見解であ っ
て,当 裁判所 の採 用 しない ところ」であ る。「けだ し,相 続人において法定
の考慮期間内に相 続財産 の有無ない し範囲が明確 でない ときは,そ の期間
の延長をえて,'その間に右 の点を調査 した うえ,相 続 の承認 ない し放棄の
いずれに よるかを判断す ることがで きるか ら」 とい う理 由の もとに,「民法
九一五条一項所定のいわゆ る考慮期間 の始期 とな るr自 己のために相続 の
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開始が あった ことを知 った時」とは,相続 人において相続 開始の原因た る被
相続人死亡の事実お よびそれ に よって 自己が相続人 とな った事実 を認識 し
た時をい うもの と解すべ きである」 と従来通 りの判断 を下 したのであ る。
④ しか し,こ の時期に あ って も,一 部 の裁判所 においてではあ るが,
この主張に結果 と して賛意を表す る ことにつ なが る と認め られ る判 例 も散
見 しうるので ある。数は多 くはない ものの,こ れ らの判 例は,新 た な主 張
が次第に説得力 を有 してい った ことに相 当程度 の影響 力を与 えてい った も
の と思われ る。
例 えば,東 京家裁昭和 四七年六 月二 日の審判は(11),家庭裁判所に おいて
ではあ るが,新 しい主張に裁判所 として の理解を示 した最初 の もの と評 し
うるものであ る。 しか も,こ の審判は,事 例 として の事実関 係の点 か らも
またそ の中で展開 されてい る論 旨の点か らも後 に相 当参考 とな りうるもの
を含んでい る。
事案は,被 相続 人の三男で ある息子が昭和三六年二 月一 四 日に国に対 し
て不法行為に基づ く損害賠償債務を負 い(こ れは,国 所 有のあ る機械 の所
有権 を侵害 した とい う刑事事件 の和解金 であ り,当 時 の価 格で一五三 万円
あま りであ った),母 は長 男 とともに そ の債務 の 連帯保証人 にな らされて
いた。 ところが,そ の息子は債務を履行す る前に死亡 して しまった。 そ し
て,そ の後 の昭和四五年四 月六 日に今度 は母 も死亡す るに至 った。母 の死
亡時,他 の息子お よび他家に嫁い でいた娘,ま た この三 男の子 らであ る代
襲相続 人 らの相続人は,生 前母か らもまた 長男か らも母 が亡 き三 男の連帯
債務者 となってい るとい う事実 を知 らされ ていなか った。 そ こで,長 男を
除 いた相続人 らは,母 が無職 であ りまた母 名義 の不動産等 も存 しなか った
ので,母 の遺産について全 く考慮す るこ とな く積極消極財産 とも皆無 と考
え,相 続につ いて何 らの手続 き も取 らない でいた。 しか し,も う一人 の連
帯 債務者 であ る長男が 自分一 人 のみで三男 の債務につ いての責任を負 うこ
とを拒否す るに至 ったために,昭 和四六年二月五 日頃,母 の死亡時か ら一
〇 ヵ月あま りも経 ってか ら,国 であ る大蔵省関東財 務局か ら母 の連帯保証
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した債務 の支払 いを突然請 求 され た。 そのために,相 続人 らは,相 続放 棄
の申述 が まだで きるとされ るべ く,相 続が開始 した のは,相 続人 らが国か
らの請求に よって被相続人に債務が存在 していた ことを知 った時で あると
い う従来 の解釈か ら一 歩踏み 出 した主張をな した とい うものであ った。
この事案 に対 し,東 京家庭 裁判所 は,「思 うに,遺 産が 全 く存在 してい
ない と認 識 してい る場 合に,将 来発見 され るべ き遺産(こ とに債務)を 予
測 して相続放 棄で きると解す る と,放 棄すべ き対象 の有無が未 確定 の うち
に放棄す ることにな り,放 棄 の意思 と発生すべ き効果 との間に齪酷矛盾を
生 じ(或 いは,遺 産が 発見 され るこ とを 条件 とす る放棄 とな り不適法),
また,遺 産が具体的 に認識 され ない ときには,客 観的に も不存在 である場
合が 多いか ら,予 め相続放棄す る実益 に も乏 し く,相 続人 が相続財産 の存
在を知 った時点 で,相 続放棄 を させ る方が 実益に合致す る。」 とい う理 由
の もとに,「お よそ,民法第 九一 五条のr自 己 のために相続 があ った ことを
知 つた時』 とは,相 続 人が相続 の開始お よび相続権の取 得原因を知 った と
きであ り,さ らに,そ の相続権の取得原因事実の認識は,遺 産 の存在(そ
の一 部で もよい。)の認識 と,法律上相続人 とな るこ とに よ りその遺産 を相
続 した こ との認識を要す る と解 され る。」 と判示 した のであ る。
この判例は,自 己 のために相続 の開始が あった ことを知 った時 とい うた
めには,相 続 人が相続権 の取 得原因事実 を知 った ことまでも要求 され ると
い う,従 来 の解釈 の枠組みか らはみ 出 した独特 の要 件をまず構 築 し て い
る。 そ して,そ の もとにその要件が満た され た といえ るためには ど うい う








け るき らいは否めない。 しか し,新 しい要件 の主張に積極 的につなが るも
の であ った とい う点では十分 評価 されて しか るべ き もの であ る(12)。
また,高 松高裁の昭和四八年九 月四 日の決定 も(13),前記 の東京家裁 の審
判 ほ どには,被 相続人の財産につ いての認識 とい うことに明確に言及 して
はいないが,注 目されて しか るべ きものであ る。
事案は,相 続人た る長 男は,被 相続人 た る父 が昭和 四七年一一 月二四 日
に死亡 した とい う事実 を,父 の死亡 後ほ どな く知 るに至 ったが,死 亡 当時
父が生活扶助お よび医療扶助を受 けてお り,相 続す べ き積極財産は皆無 で
あ るとみ られ る状態 であ った ために,相 続について何 らの手 立て も取 らな
いでいた。 ところが,父 の死亡か ら半年以上経 った昭和 四八年四月六 日に
至 り,被 相続人の借金債務について支払 命令 と不動産仮差押命令 が送達 さ
れ た。 そのため,相 続人は 自分が 自己 のた めに相続 の開始 があ った ことを
知 った のは,そ れ らの命令 の送達 があ った ときであ ると して,昭 和四八年
六月六 日に家裁に相続放棄 の申述 をな した。 しか し,原 裁判所 が,「民法
九一五条所定 の 『相続 人が 自己 のために相続 の開始が あった ことを知 った
時』 に当 るためには,相 続 人が相続財産 の存 否につ き認識 を有す ることは
必要 ではな く,被 相続 人に財産 と 目され るものが何一 つ なか った として も
相続 の開始があ った ことを知 らなか った とい うことはで きない」 とい う理
由の もとに,「本件においては抗告人が被相続人死亡 の 昭和四七年一一月
=二四 日に 同人 の死亡の事実を知 る とともに 自己 のた めに相続 の開始が あっ
た ことを覚知 した もの と判断 し,本 件申述が法定 の熟慮期間を経過 した後
の申述」 であ るとして却 下 したので,即 時抗告 した とい うものであ った。
この事案に対 し,高 松高裁 は,「ところで,相 続 人が 自己の た めに相続
の開始が あった ことを知 った,と され るためには単 に相続 開始の原 因であ
る被相続人 の死亡の事実を知 った とい うだけ では足 らず,さ らに 自己がそ
の相続人 とな った ことを も認識す るこ とが必要で ある と 解 さ れ るσ そ し
て,被 相続人 の死亡 の事実を知 った場 合には特段 の事情 がない限 り相続人
は 自己のた めに相続の開始が あ った こ とを知 った もの と推 定 して妨げ ない
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と思われ るけれ ども,事 実 の誤認や法 の不知 な ど特段 の事情があ って,そ
のために,自 己のた めに相続 の開始が あ った ことを知 らないです ごす とい
うことは絶無 とは云 い難 いか ら,被 相続人 の死亡 の事実 を知 った ことが 当
然に相続 開始事 実の覚知に つ なが るわけ の もの とは 思 えない。」 と述べ て,
「本件 におい ては,… …(中略)… …そ の知 らずにいた ことの理 由で ある特
別 の事由 として,被 相 続人 の死亡 当時 までの生活 状態 とか,抗 告人 が被相
続人 に全 く財産 がない と考え てい た こと等 の事情 を主張 してい る の で あ
る。」か ら,「そ の主張 の ような事情が あ り,抗 告人が被相続人 の権利義務
を承継 した ことの意識を全 く欠 いて,、そ のために,相 続を承認す るか放棄
す るかにつ き,調 査考慮をせず に放 置す ること も諸般 の事情 に照 らしてむ
りもない と解 され るときは,い まだ,抗 告人が 自己 のため に相続 の開始 が
あった ことを知 った もの とは いえない とい うべ きであ る。」 とい う判断 を
示 したのであ る。
この判例は,特 段 の事情 であ る事実 の誤 認や法 の不知の存在 の認定 につ
き,従 来認 め られ ていた認定 枠を大 き く越 えて,そ の中 には,相 続 人が被
相続人 の財産を全 くない と誤 信 し,相 続につ いて何 ら調査考慮 を しないで
放置 していた ことに無理 か らぬ事情が存在 した場合 も含 まれ るとしてい る
のであ る。従来 の解釈 の枠組み の中に形式的 には 立脚 しつ つ も,そ の形式
の中に,事 情 に よっては とい う限定は付 してい るものの,被 相続人 の財産
についての認 識 まで もが必要 とされ る場合 もあ りうるとい う新 たな中身を
加えてい るわけで ある。すなわ ち,と もか くも被相続人の財産についての
認識があ った こととい う新たな要 件が附加 され るべ き場合 があ ることを認
めてい る点で,直 接的 にでは ない が,熟 慮期 聞の起 算点につ き・③ 被相続
人の財産について の何 らか の認識 があ った こととい う新 たな要件 が附 加 さ
れ るべ きであ るとい う主張 と相通 ず るものを有 してい るわ けで ある。
ところで,こ の代表例 として あげた二つの判例は,九 一五 条 の解釈 につ
いて,両 方 とも従来 なか った新 しい見解 を展 開す ることに よって,相 続人
が被相続人の債務 を承継 しないで済 む よ うにす ることを 目的 としてい る点
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では 同 じであ る。 しか し,後 者の高松高裁 の見解の方が後 の最高裁 の判断
に連 なるものであ るとい うことに鑑み るな らば,そ の理 由について,こ の
二つの判例において展開 された新 しい 見解 の差異につ いては十分 な注意 が
払われな くてはな らない。
(5)被相続人の財産につ いての何 らかの認識の必 要性 とい う新たな判断
内容を要求す る主張は,前 述 した よ うに,当 初,一 部の裁判所 で賛意を示
す判例がみ られ るにす ぎなか った。 しか も,そ れ らの判例は,そ の新たな
判断内容 を,実 質上 は ともか く,一 応な るぺ く従来か ら認あ られ ていた要
件の枠のなかで,い わ ば超拡張ない し類推解釈をす るか の よ うに考慮 しよ
うとい う立場 を基 本 としていた。
ところが,・そ の後,熟 慮期間 の起算点 の解釈 についてゴそれ までの判例
とは基本的立場を異に して,そ の新 たな判断内容を熟 慮期間の起 算点につ
いての新たに必要 とされ るぺ き第三番 めの要 件 として積極的に位 置づけ よ
うとす る判例が 明 らか にされ るに至 るので ある。昭和五四年三 月二二 日の
大阪高裁の決定 は,そ の代表 的な判例 と評 され るものであ る⑭ 。
事案はつ ぎの よ うな もので あった。被相続人た る父は生前妻 に生活費 も
満足に渡 した ことがな く,女 性関係等 のこ とで死亡 の二年以上前か ら妻 と
は別居 してお り,妻 は別生計 を営 んでい る次男の もとに身 を寄 せていた。
そ して,死 亡 八 ヵ月前 には 同居 の長 男を家 を売 るか ら出ていけ と一方 的に
追 い出 し,す べての資産を売却 してその代 金を全 て持 った まま出奔 し,以
降死亡時 まで妻子 とは音信普通 の状態 であ った。 その後,相 続 人であ る妻
子 三名は,昭 和五一 年二 月三 日頃,警 察 か ら被相続人の死亡 の 連 絡 を 受
け,被 相続人が死亡時 いわゆ る行 き倒 れの状 態で発見 され た こと,遺 体は
既 に火葬 にふ きれて い ることを知 らされ た。 相続人 らは,被 相続人の遺骨
と僅かな所持 金を貰 い受け たが,そ の時請 求 された医院 への治療費,火 葬
料 を支払 うためには却 って過 分な 出費を余儀な くされたほ どであ った。そ
のため,被 相続 人の死亡時 の状 態か らして相続人 らは相続 の ことな ど全 く
念頭 においていなか った。 ところが,被 相続人死亡後約二年半 ほ ども経過
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した昭 和五 三年七 月二四 日に,大 阪信用保証協会か ら,相 続 人 らを被告 と
して同協会が被相続 人に対 して有す る求償債権 を請求す る訴が 提 起 さ れ
た。相続 人 らは,こ の訴 の訴状が送達 された ときに初 めて被相続人に相続
債務が存 在 していた ことを知 った として,相 続放棄 の申述をな したが,申
述期間徒過を理 由 として受理 され なか った。そ のため相続人 らが抗告を な
すに至 った とい うものであった。
この事案に対 し,大 阪高裁は,ま ず,「従来,民 法九一五条一項 のr自
己のために相続 の開始があ った ことを知 った時』 とは,被 相続人死亡 の事
実のほか,こ れに よ り自己が相続 人 となる ことを覚知 した ことを要 し,か
つ,こ れを もって足 りると し(大 判大一五 ・八 ・三民集五巻六 七 九 頁 参
照),この他 に遺産 の存否や 範囲を確 知す る 必要はない し,先 順位相続人
の相続放棄,死 亡な ど法律上事 実上 の複雑 な事情が介在す る場 合は格別,
本件の よ うに被相続 人の第一順位 の相続人 であ る妻子(抗 告人 ら)の みが
被相続人死亡の事実 を覚知 した よ うな場合には,右 覚知 した時を もって 同
条項の 『自己のために相続 の開始があ った ことを知 った時』 にあた ると推
認す るとの解釈 ない し取扱 が一般 になされて きてお り,し か もそれは相続
財産 として積極 財産 が皆無 で消極財産た る債務 のみが存在す る場合におい
ても異な るところがない とされ てい る。原審判 も前認定の事実 に照 らし,
この ような従来の解釈,取 扱例 に したが って,本 件相続放 棄の申述を却下
した もの と言え る。」と して,従 来 と られ ていた 判例 の態度を 明確に して
いる。 そ して,そ の ことをふ まえて,「右 のよ うな従来の解釈,取 扱例が
あったために,被 相続 人に対す る債権者側において,被 相続人 の死亡 後相
続人の熟慮期間 ど して定め られ てい る三 ヵ月の期間内に,相 続人に対 し全
く相続債務が存 在す る事実 を知 らせず,熟 慮期間が経過す るのを待 って突
如相続人に対 し相続債務の支払 を求め るとい う巧妙な手段 を とる事例 が続
出 し,こ れがために相続の放 棄をす るすべを失い,'父又は夫 の遺 した多額
の債務に泣 く数多 くの妻子 が居 ることは,い まや公知 の事実 とい えよ う。」
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